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NY マーケットレポート（2017 年 10 月 3 日） 

 

NY 市場では、米国の主要な経済指標の発表がないことや、年内の追加利上げ期待を背景に、今週末の米雇用統計の結果を見極めた

いとの思惑からポジション調整の動きも見られ、序盤からドル売り・円買いが先行した。また、米国債利回りが低下したことも影響し、ドル

円・クロス円は軟調な動きとなった。一方、ユーロはドルに対してやや堅調な動きとなったが、対円では上値の重い動きが続いた。ただ、

全般的に商いは低調で、終盤まで限定的な動きが続いた。 

 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 
 

ECB 公的部門購入プログラム 

           9 月 29 日・・9月 22 日・・9月 15・・9月 8日・・9月 1日  

公的部門・・・・・・・17480.6・・17429.7・・17310.3・・17200.2・・17070.6 

資産担保証券 ABS・・・・ 240.8・・・242.7・・・245.9・・・246.0・・・244.6 

カバード債・・・・・・・2313.1・・ 2307.6・・ 2299.8・・ 2289.5・・ 2280.2 

（億ユーロ） 

 

 

23：40 

≪ 要人発言 ≫ 

マティス米国防長官 

 

・「トランプ大統領は外交と制裁の推進を命じた」 

 

 

9 月米自動車販売 

フィアット・クライスラーは-9.7％（予想-13.0％） 

フォードは+8.9％（予想+2.3％） 

ＧＭは+11.9％（予想+7.9％） 

トヨタは+14.9％（予想+9.3％） 

日産は+9.5％（予想+9.3％） 

ホンダは+6.8％（予想+1.5％） 

 

 

≪欧州株式市場≫ 

 

欧州株式市場は、スペイン北東部カタルーニャ自治州を巡る懸念が和らいだことが市場心理を下支え、主要株価は小幅高となった。ま

た、米ダウ平均株価が一時取引時間中の最高値更新したことも好感された。なお、ドイツ市場は祝日で休場だった。 

 

 
出所：Bloomberg 

 

 

4：15 

≪ 要人発言 ≫ 

米国務省報道官 

・「北朝鮮とは本格的に交渉したいと考える」 

・「本格交渉の準備が整っていないのは明白」 

 



 
                                           

3 

≪ NY 原油市場 ≫ 

NY 原油は、中心限月が前日比 0.16 ドル安の 1バレル＝50.42 ドルで取引を終了した。 

 

NY 原油は、OPEC 加盟国の原油生産の増加観測が引き続き相場を圧迫する一方、OPEC と非加盟国による協調減産の延長期待から買いも

入り、もみ合いの動きが続いた。また、米石油統計の発表を控えて、様子見ムードも強かった。 

 

 
出所：Bloomberg 

 

 

≪米株式市場≫ 

 

米株式市場は、トランプ米政権による法人税減税や、今後発表が本格化する主要企業の 2017 年 7-9 月期決算で収益が拡大するこ

とへの期待感を背景に、主要株価は堅調な動きが続いた。ダウ平均株価は、序盤から堅調な動きとなり、一時前日比 88 ドル高ま

で上昇し、取引時間中の過去最高値を更新、終値ベースでも最高値を更新した。 

 

 

出所：Bloomberg 
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≪外国為替市場≫ 

 

外国為替市場は、米国の主要な経済指標の発表がなく、新規材料に乏しい中、主要通貨は限定的な動きとなった。序盤は、ポジション

調整のドル売り・円買いの動きからドル円・クロス円は軟調な動きとなった。その後は値を戻す動きとなったものの、やや上値は限定

的となった。 

 

 

出所：Bloomberg 
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